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★ ☆ ★ 部会長より ★ ☆ ★
　佐藤　宏子（和洋女子大学）
日本家政学会第69回大会が、５月27日・28日に古都奈良において開催されました。会場となった奈良女子大学では、「家族」分野の研究成果が口頭（７題）およびポスター（４題）により発表され、活発な学術交流が行われました。また、家族関係学部会長を2010～2012年度までお務めいただいた長津美代子先生が、日本家政学会賞を受賞され、「家族の内部構造についての家族関係学的研究－夫婦の個人化・個別化・統合を中心に－」と題して記念講演をされました。長津先生は80年代の家族パラダイム転換期から、夫婦の個人化・個別化を検証し、夫婦の統合はいかに形成されるかについて理論的・実証的な研究を積み重ねられ、家族関係学研究の発展に大きく貢献されました。そして、個人化や個別化が進行する中で、夫婦の統合を形成するための実践的な問題提起をされました。長津先生にはこれまでのご研究と受賞講演についてご寄稿いただきましたので、皆さまにぜひお読みいただきたいと思います。
　ところで、家族関係学部会ではICTの利活用を促進し、部会員への多様な情報発信および迅速な情報提供に努めてまいりました。２月22日に第1号を配信したメルマガは、５月12日に第3号を160名の皆さま（全会員の82.9％）にお届けすることができました。今後は、ニューズレターについても従来の紙媒体での発行・郵送から電子メールによる一斉配信と、部会ホームページ上での公開に切り替えていきたいと考えております。事務局では、部会員の皆さまが不利益を被ることのないよう十分努めてまいりますので、メールアドレスが未登録の皆さまにおかれましては、電子化の趣旨をご理解いただき、これを契機にメールアドレスを登録いただければ幸いです。
2017年度の第37回家族関係学セミナーは、10月21日（土）～22日（日）に京都市で開催されます（実行委員長：杉井潤子先生）。今回は１泊２日の合宿研修形式です。多くの部会員の皆さまにご参加いただき、秋のセミナーが活発な研究交流の場となることを期待します。
 ★ ☆ ★ 役員会からの報告 ☆ ★ ☆

今年度より一般社団法人日本家政学会家族関係学部会規約の「第5条　総会」の4項が削除、「第2条　目的及び事業」の3項が追加され、臨時総会に代わって役員会が事業報告・収支決算の承認を協議し、その結果を日本家政学会理事会および部会総会に報告することになりました。そこで、5月27日に奈良女子大学で開催した役員会において、平成28年度の事業報告および収支決算書を協議、承認しました。役員会で承認された平成28年度の事業報告および収支決算書は、10月21日の部会総会で報告いたします。平成28年度収支計算書を最後に添付していますのでご確認下さい。
★ ☆ ★ 日本家政学会賞を受賞して ☆ ★ ☆
受賞題目「家族の内部構造についての家族関係学的研究」        長津美代子（群馬大学）

＜受賞理由＞　2017年5月27日、一般社団法人日本家政学会第69回大会で学会賞をいただきました。学会賞選考委員長から、候補者になっているので、日本家政学会誌掲載論文抜刷・略歴書・すべての研究業績目録などを提出するようにとの依頼があったときは、正直、驚きました。考えたこともなかったからです。日本家政学会誌には、8本の論文（共著2本を含む報文7本とノート1本・すべて筆頭著者）が掲載されていますが、それがもっとも大きな受賞の理由です。
＜これまでの研究＞　これまでの研究を大きなテーマで括るとすれば、「家族の内部構造についての家族関係学的研究」ということになります。大きくは3つに分かれます。第一は、家族と子どもの社会化についてです。1970年末から80年代は、共働き家族の親子関係と子どもの発達との関連が中心でした。この時代には、母親の就業は子どもにマイナスの影響を及ぼすという言説がありました。この言説を否定するために、母親の就業と子どもの発達との間にさまざまな媒介変数を投入した調査研究に取り組みました。教育学部に職を得てからは、学生の要望もあり、共働き家族に限定せず、いろいろな側面から家族と子どもの社会化についての研究を行いました。第二は、中年期の夫婦関係についてです。本格的に夫婦関係の研究に取り組むようになったのは1990年以降のことです。1990年に開催された関連学会のセミナーで大きな刺激を受けたことと、1970年以降の夫婦関係の研究をレビューし、「夫婦関係の研究動向と課題」として連名で発表する機会に恵まれたことが大きく影響しています。第三は、中年期の子どもが直面する親のケアについてです。中年期後期になると高齢の親のケアに関わることが多くなります。平均寿命が長期化した現代では、そういう機会が増えています。親のケアには、これまでの親子関係や夫婦関係が反映します。親に対するどのようなケアが高齢の親とその子どもの両者の福祉につながるのか、ここ10年くらいはそうした研究に取り組んでいます。家政学会誌に掲載された論文は、第一と第二の研究成果のいくつかです。
＜受賞講演＞　受賞講演では、博士論文)につながった第二の研究成果を中心に紹介しました。講演時間はわずかの15分でした。個人中心パラダイムの視点から、個人化・個別化・ディストレス・統合（再統合）などの概念を用いて、中年期の夫婦関係の実態を明らかにするとともに、それらに影響する要因についての分析結果を分かりやすく提示し、最後に考察を加えました。研究知見を基に講演で伝えたのは次のことです。「近代社会は個人の価値やそれにもとづく行動を重視します。家族において、個人の価値や活動を重視する傾向は、今後も続くと考えます。この傾向は、夫婦の絆を弱める方向に働くので、統合をいかに維持するかが重要になってきます。夫婦の統合への志向性なしに、個人化や個別化が進行すれば、夫婦関係の弱体化は避けられません。では統合はいかにして形成されるのか。注目されるのは、ディストレスや（再）統合に影響することが確認された要因群です。育児期には夫が育児に関わり、双方が友愛性をはぐくみ、夫が家事を分担することを通して、夫婦の統合が形成・維持されることが予測できます。また、夫婦の統合には、夫婦の関係性だけではなく、親族関係やパーソナル・ネットワークも影響しています。これからは、重層的な関係のなかで夫婦を生きることが重要になってくると考えます。」詳細は、家政学会誌の6月号に学会賞受賞論文として掲載されます。また、Ｊ-STAGEでも見ることができます。

　日程：2017年10月21日（土）～10月22日（日）
会場： ホテルビナリオ嵯峨嵐山（社会福祉法人全国手話研修センター「コミュニティ嵯峨野」）
■プログラム 

10月21日（土）13:00～ 

公開シンポジウム 13:15～16:00
テーマ　家族／家庭のリアリティーを多角的に考える
－生活者としての女・男・子どもの生きざまを問い直す－
        報告1　沢山美果子（岡山大学大学院社会文化科学研究科客員研究員）

報告2　天木志保美（元同志社大学文学部教授）
　　報告3　宮坂靖子　（金城学院大学生活環境学部教授／家族関係学部会員）
司会　　松岡悦子 （奈良女子大学生活環境学部教授／家族関係学部会員）
総会 　　　16:15～17:00
懇親会 　　18:00～20:00 

10月9日（日）8:45～
自由報告  　9:00～12:00
■「自由報告」の募集 

自由報告申し込み期限：2017年7月21日 (金）必着
報告要旨の締め切り　：2017年8月25日（金）必着

詳細につきましては、同封の「第37回家族関係学セミナーのご案内と自由報告募集のお知らせ」を 

ご覧ください。 

■「セミナーへの先行参加申込」の受付
会場のホテルビナリオ嵯峨嵐山は、京都駅からJR山陰線で普通15分または快速12分の「嵯峨嵐山」駅南口下車　「コミュニティ嵯峨野」方面徒歩１分です。今回のセミナーはこのホテルを貸し切って、１泊２日の合宿研修形式で計画しています。プログラム送付前から参加受付終了まであまり日数が確保できないため、参加が決まっている方は７月から参加申込を受け付けます。参加費等、詳細につきましては、同封の「第37回家族関係学セミナーのご案内と自由報告募集のお知らせ」をご覧ください。なお、プログラムは８月上旬に発送する予定です。
■連絡先：第37回家族関係学部会セミナー大会実行委員会事務局 

杉井潤子 研究室　〒612-8522　京都市伏見区深草藤森町１　京都教育大学
TEL：075-644-8317　　E-mail： sugii@kyokyo-u.ac.jp
（第37回家族関係学部会セミナー大会実行委員長　杉井潤子）
★ ☆ ★ 編集委員会より ☆ ★ ☆

編集委員会では、『家族関係学』No.36を12月初頭に刊行するべく、編集作業を進めています。昨年度、仙台で開催された「震災と女性」に関するシンポジウム特集をはじめ、家族関係学にかかわるホットなテーマの寄稿を依頼し、充実した号にすることを目指しています。
前期からの引き継ぎ課題であったJSTAGE申請を昨年度末にすませ、今5月末に科学技術振興機構からJSTAGE登載誌として採択されたとの知らせがありました。「2018年度以降」の登載を目指し、作業を進めていきます。JSTAGE登載に向けてご尽力くださった前期・今期部会長、前期編集委員長、前期・今期役員の皆さま、そして寄稿、投稿によって部会誌を充実させてくださった多くの方々のお陰と感謝いたしております。
　次号の投稿締め切りは2018年3月末日の予定です。なんと言っても投稿論文あっての部会誌です。ふるっての投稿をお待ちしています。なお、近年、投稿規定・執筆要項（分量、字数・行数など）が守られていない投稿原稿が散見されますが、学術誌としてのルールが守られての投稿であり部会誌です。投稿規定・執筆要項を熟読、厳守のうえ、投稿していただきますよう、お願い申し上げます。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（家族関係学編集委員会　山根真理）
★ ☆ ★　会計より ☆ ★ ☆
2017年度部会費として4000円を請求させていただきます。同封の払込取扱票にて納入くださいますようお願いいたします。前年度までの未納分のある方には、納入いただく金額を払込取扱票の通信欄に記載しております。すでに2017年度分を払込いただいた部会員の方は、二重にお支払いにならないよう、ご注意ください。
学生会員として2017年度会費の入金を希望される方は、学生証の写しを家族関係学部会事務局まで、郵送、FAX、画像のメール添付のいずれかの方法でお送りください。詳しくは、家族関係学部会ホームページのトップページをご覧ください。所定の手続きを行わずに学生会員の年会費を入金されても、学生会員として認められません。ご不明の点がございましたら、下記までご連絡ください。
	会費振り込み先：（郵便振替）００３１０－６－３０２２９　家族関係学部会

連絡先：川口短期大学　井上清美
 〒333-0831　川口市木曽呂1511　 Tel：048-294-1963  Fax：048-294-3755
 E-mail：ki.inoue@kawaguchi.ac.jp


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（会計　井上清美）
★ ☆ ★　庶務（会員管理担当）より ☆ ★ ☆
　住所・所属・会員区分の変更、入・退会のご希望、メーリングリスト（ＭＬ）へのメールアドレスの登録・変更がございましたら、下記までご連絡ください。 
	連絡先：ノートルダム清心女子大学　山下 美紀
　　　　〒700-8516 　岡山市北区伊福町2-16-9   tel：086-252-2142  fax：086-252-5145
E-mail : inquiry@kazokukankeigaku.jp（家族関係学部会事務局）


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（会員管理　山下美紀）
★ ☆ ★　『家族関係学』発送担当より ☆ ★ ☆
『家族関係学』の在庫状況をお知らせいたします。最新号を含め、1冊2000円で販売しています。購入希望の方は、下記の連絡先までお知らせください。ご所属の図書館等の蔵書としてもお買い求めいただきますようお願いします。なお、『家族関係学』の在庫の保管・販売は2017年７月から、よしみ工産株式会社東京事務所に業務委託します。購入希望者の方には、よしみ工産株式会社より郵送されます。
	30号
	19

	31号
	8

	32号
	9

	33号
	9

	34号
	19

	　　35号（ 最 新 号）
	26


	　購入の連絡先：ノートルダム清心女子大学　山下 美紀
　　　　〒700-8516 　岡山市北区伊福町2-16-9   tel：086-252-2142  fax：086-252-5145
E-mail : inquiry@kazokukankeigaku.jp（家族関係学部会事務局）


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（事務局　山下美紀）
★ ☆ ★　部会長より ☆ ★ ☆
■『家族を読み解く12章』（仮）の出版について

（一社）日本家政学会刊行委員会の要請を受けて、2016年10月の家族関係学部会総会で部会企画の本の出版について丸善出版株式会社との交渉を進めることが了承されました。編集体制などが決定し、下記の通り出版に向けて動き出しておりますので、お知らせいたします。部会員の皆さまのご協力のほどをよろしくお願いいたします。
1．体制について
編者：（一社）日本家政学会　（（一社）日本家政学会刊行委員会）
編集代表：久保桂子
編集幹事：佐藤宏子、宮坂靖子、山根真理
編集委員：安達正嗣、李璟媛、井田瑞江、大石美佳、杉井潤子、中谷奈津子、山下美紀
2．商品設計：A5版、モノクロ、224頁、2,400円（税別）、初版部数2000部
3．タイトル：（仮）『家族を読み解く12章』（一社）日本家政学会編
4．主な執筆者：家族関係学部会会員（テーマによっては非部会員に執筆を依頼する）
　　5．刊行時期：2018年９月
■第3回家政学夏季セミナーの開催について

平成28年度第2回理事会および平成28年５月全体部会長会議において、家族関係学部会が第3回家政学夏季セミナーの協力部会となることが決定しておりますので、概要をお知らせいたします。部会員の皆さまのご参加、ご協力をお願いいたします。
　　1．実行委員長：河田哲典先生（岡山大学）
2．協力部会：家政教育部会、家族関係学部会、食文化研究部会、児童学部会、食品組織部会
3．基本テーマ：生活の質的向上を目指す家政学の世界－食と子ども－
4．開催日：平成30年9月6日（木）・9月7日（金）
９月６日（木）シンポジウム、パネルディスカッション、講演会、交流会
９月７日（金）エクスカーション、昼食会（食を楽しむ）
5．開催地：東京家政大学
（部会長　佐藤宏子）
★ ☆ ★　日韓学術交流より　☆ ★ ☆
　2017年は、日韓学術交流活動として部会員1名を韓国家族関係学会(KAFR)秋大会に派遣することになっています。KAFR2017秋大会は10月27日（金）日にソウル市で開催されます。詳しい情報はHPにアップし、またメールマガジン第３号でもお知らせいたしておりますので、そちらをご覧ください。派遣者を自薦・他薦により募っています。締め切りは7月7日（金）です。渡航費は部会から支給されますので、部会員のみなさま、ふるってご応募くださいますよう、よろしくお願いいたします。

（日韓学術交流　黒川衣代）

❀＋＋＋＋＋＋＋＋＋＋＋＋＋＋＋＋＋＋＋＋＋＋＋＋＋＋＋＋＋＋＋＋＋＋＋＋＋＋＋＋＋＋＋❀
家族関係学部会
　      メールマガジン配信アドレス：info@kazokukankeigaku.jp
　      家族関係学部会事務局アドレス：inquiry@kazokukankeigaku.jp  
　      家族関係学部会ホームページURL： http://kazokukankeigaku,jp
❀＋＋＋＋＋＋＋＋＋＋＋＋＋＋＋＋＋＋＋＋＋＋＋＋＋＋＋＋＋＋＋＋＋＋＋＋＋＋＋＋＋＋＋❀

平成28年度収支計算書
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(単位：円）

科　　目 注意点 28年度予算 28年度決算 備考

Ⅰ事業活動収支の部

　１.事業活動収入

基本財産運用益

特定資産運用益 定期預金の利息分計上 297

受取入会金

受取会費 800,000 712,000

事業収入 415,000 279,460

会誌購読料　 30,000 34,600

大会等参加費 参加費・懇親会費 360,000 225,000

広告料 会誌広告、展示等

学会刊行物売上 5,000 13,860

著者負担金 掲載料 20,000 6,000

受取補助金 国、市区町村、民間団体からの補助金、助成金  

一般寄付金　

特別寄付金　 用途が決まっている寄付金

雑収入　 普通預金利息 100 31

★本部からの繰入金収入 本部からの活動助成金 100,000 95,811

事業活動収入計 1,315,100 1,087,599

　2.事業活動支出

①事業費支出 1,273,000 1,151,882

大会会場使用料 設営費、機器レンタル代等も含む

120,000 41,040

大会消耗品 懇親会費、弁当代も含む

150,000 171,585

大会印刷費 記録報告書作成費も含む

40,000 54,000

大会通信運搬費 大会ホームページ関連費用も含む

40,000 21,750

大会臨時雇賃金 託児サービス、アルバイト代、交通費も含む

80,000 51,070

講演会等会場使用料 セミナー、シンポジウム等も含む

講演会等講師謝金 講師への交通費も含む

70,000 67,411

講演会等消耗品

講演会等通信運搬費

講演会等臨時雇賃金

学会誌印刷費 出版物の印刷代

390,000 404,510

学会誌通信費 出版物を送付する費用

20,000 20,561

編集委員会費 出版物作成のための謝礼、原稿料等

10,000 11,649

研究発表要旨集関連費用 ※大会発表プログラム印刷費はこちら

研究補助費

表彰費 賞金、賞状作成費等

関連学会費 他学会年会費等

給料手当 事務関係のアルバイト代

10,000 13,780

広報費 支部、部会のホームページ関連費用

30,000 30,000

福利厚生費 （社会保険料）

旅費交通費 会議の為の交通費等

10,000 39,680

通信運搬費 切手代、電話代等、

150,000 66,596

備品費 10万円以上で耐用年数1年以上の物品

消耗品費

35,000 29,861

光熱水料費 事務所がある場合のみ

雑費

総会費 ※総会とは役員改選、決算書類等の議決の場

35,000 18,420

事務委託費 （会計士、司法書士事務所への支払い等）

40,000 70,885

租税公課 （法人税、消費税、固定資産税等）

地代 （地主さんへの地代）

会議費 会議での茶菓子代

40,000 31,514

支払負担金 振込手数料

2,000 2,232

印刷費 コピー代等

1,000 5,338

諸謝金 大会、講演会以外での謝金

修繕費 事務所の修繕費

減価償却費

リース料 コピー機リース代

事務所管理費

②管理費支出

事業活動支出計

1,273,000 1,151,882

事業活動収支差額

42,100 ▲ 64,283

Ⅱ投資活動収支の部

1.投資活動収入 基金（定期預金）を取り崩した際に計上

500,000

2.投資活動支出 ※基金（定期預金）を積み立てた際に計上

434,000

　投資活動収支差額

0 66,000

Ⅲ財務活動収支の部 立替分がある場合

1.財務活動収入

2.財務活動支出

　　財務活動収支差額

0 0

当期収支差額

42,100 1,717

前期繰越収支差額

1,482,543 1,482,543

次期繰越収支差額

1,524,643 1,484,260





第37回家族関係学セミナーのご案内











家政学会認定の資格化についての経過報告








�2016年の家政学会では、4部会（家政学原論、生活経営学、家族関係学、家政教育の各部会）合同シンポジウム「家政学の社会貢献のための共通理解と資格化を問う」が開催されました。その後の経過をご報告します。


2016年12月10日の委員会で委員会名称を家族・家庭生活アドバイザー（仮称）資格検討委員会と確定し、第1回委員会が開催されました。既存の資格等を参考に、家政学会認定資格について、ブレインストーミング的検討を行いました。第2回の資格検討委員会は2017年2月27日に開催され、資格の具体案について検討しました。資格の名称は「家庭生活アドバイザー」とすることになりました。上記の仮称から「家族」が外されたのは我が部会としては残念ですが、家政学会認定とするためには、家政学に関わる広範な専門分野を包括できる名称がふさわしいという結論に至りました。また、資格の特徴は家政学の本質を踏まえ、予防的・実践的・総合的生活支援であることが確認されました。5月の家政学会では総会で資格の具体案が提案され、また、検討委員会企画のシンポジウムが開催されました。資格認定の運営等、まだ検討が必要な事項がありますので、今後も委員会で検討を続けていきます。　　　　　　　　　　　　　　　　　　（家族・家庭生活アドバイザー準備　黒川衣代）











PAGE  
1

